
別紙４  
 

「スマート農業技術の開発・実証プロジェクト（うち先導研究プロジェクト）」 
に係る契約等の手続きについて 

 
 「スマート農業技術の開発・実証プロジェクト（うち先導研究プロジェクト）」の契約に

ついては、複数機関等で構成する研究グループの場合、この研究グループによって共同で設

立したコンソーシアムを委託先として、委託契約を締結します。（別添１、２，３参照） 
 
（１）コンソーシアム方式の契約に当たっては、コンソーシアムの研究代表機関が国立研究

開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機構」という。）生物系特定産

業技術研究支援センター（以下「生研支援センター」という。）と契約していただきま

す（生研支援センターと個々の機関が契約する方式ではありません。）。「スマート農業

技術の開発・実証プロジェクト（うち先導研究プロジェクト）」公募要領３（２）－２）

を満たすとともに、参画する研究機関等それぞれの分担関係を明確にした上で、研究代

表機関が中心となって、契約単位としてのコンソーシアムを設立していただきます。研

究費は、各研究機関等が責任を持って執行していただきます。 
 
 【コンソーシアムの設立方式】 

① 委託事業を実施すること等について規約を策定し、コンソーシアムを構成する研究

機関の同意を得る方法（規約方式） 
② 委託事業を実施すること等についてコンソーシアムを構成する各研究機関が協定

書を交わす方法（協定書方式） 
③  委託事業を実施すること等についてコンソーシアムを構成する各研究機関の間で

共同研究契約を締結する方法（共同研究方式） 
※規約等のひな形は別添４～９のとおりです。 

 
（２）研究代表機関の主な業務は次のとおりです。 

① 生研支援センターとの委託契約の締結 
② 生研支援センターへ委託事業に係る資金の請求及びその受領 
③ コンソーシアムの構成員（共同研究機関）への資金交付 
④ 生研支援センターへの委託契約の変更・中止申請 
⑤ 委託研究課題に係る研究の企画立案及び進行管理、成果の取りまとめ 
⑥ コンソーシアムにおける委託事業に係る研究費使用についてのコンプライアンス

の確保、研究費の適正な執行管理 
⑦ 知的財産権の研究成果に関し、構成員に特許権等の取得を促すこと 
⑧ 生研支援センターへの研究成果報告書、国外への特許権等出願（ただし、コンソー

シアム解散後は各権利者が直接実施）及び許諾に係る事前協議書等委託契約書に基づ

く各種報告書及び事前協議書の提出 
⑨ 構成員から提出された実績報告書（収支決算等）の内容確認、取りまとめ 



⑩ 生研支援センターへの実績報告書（収支決算等）の提出 
⑪ 生研支援センターからの依頼に基づく委託事業の成果の普及・活用状況についての

追跡調査に係る報告 
※ 研究代表機関が農研機構に所属する研究所等の場合は、③、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨、

⑪が主な業務となります。 
 
（３）本事業では、生研支援センターが必要と認めた場合に限り、研究代表機関とは別に、

生研センターとの委託契約業務や経理執行業務を担う機関（以下「研究管理運営機関」

という。）を設置できます。 
 
  ［研究管理運営機関を設置できる例］ 

・研究代表者が地方公共団体に所属し、研究の実施に当たって事前に予算措置を要す

る等の特殊性から契約等の手続きを行うことが困難と認められる場合 
・研究代表者が中小企業等に所属し、またはコンソーシアムに多数の中小企業等が参

画しており、委託契約の締結が著しく遅延するおそれがあると認められる場合 
 
［研究管理運営機関の要件］ 

研究管理運営機関は、以下の全ての要件を満たすことが必要です。 
①  国内に設置された機関であり、法人格を有すること（個人は研究代表機関となるこ

とはできません。）。 
② 事業を推進するに当たり、適切な管理運営を行う能力・体制を有していること。具体

的には、以下のアからエまでの全ての能力・体制を有していること。 
ア コンソーシアムを設立し、生研支援センターとの委託契約を締結できる能力・体制 
イ 知的財産に係る生研支援センターとの事務管理を行う能力・体制 
ウ 事業費の執行において、区分経理処理、経理責任者の設置、複数の者による経費執

行管理等、適正な経費執行を行う能力・管理体制（研究開始までに体制整備が確実で

ある場合を含む。） 
エ 研究成果の普及、構成員との連絡調整等、コーディネート業務を円滑に行う能力・

体制 
③ 研究代表者と一体となって研究を推進できる地域に所在すること。 
④ 公的機関との委託契約の実績を有するなど、委託契約手続をスムーズに行うことがで

きること。 
 
 なお、この措置は特例措置であることから、希望する場合は理由を応募書類（様式２－４）

に記載していただくとともに、研究代表機関の経理責任者の承認を必要とします。 
 
(別添１) コンソーシアム方式 
(別添２) １．公募から契約締結までの事務の流れ 
(別添３) ２．契約締結から額の確定までの事務の流れ 
(別添４) ○○コンソーシアム規約 



(別添５) ○○コンソーシアム事務処理規程 
(別添６) ○○コンソーシアム会計処理規程 
(別添７) ○○コンソーシアム知的財産権取扱規程 
(別添８) 「○○コンソーシアム規約」同意書 
(別添９) ○○共同研究機関協定書ひな形 


